
平成18年 5月16日平成18年 3月期 決算短信 (連結 )
上 場 会 社 名 大 建 工 業 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東  大

コ ー ド 番 号 790 5 本社所在都道府県 大 阪 府

（ＵＲＬ http://www.daiken.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 井 邉 　 博 行
問合せ先責任者 役 職 名 専 務 取 締 役 経 営 企 画 部 長

氏 名 藤 井 　 克 巳 Ｔ Ｅ Ｌ (     )06 6452－6345
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 18年  5月 16日
親会社等の名称 伊藤忠商事株式会社 (コード番号:    )8001親会社等における当社の議決権所有比率：      ％    20.1
米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )18年 3月 期 平 成17年 4月 1日 平 成18年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期      166,273    △7.0       4,394    △4.0       4,903    △4.1

17年 3月期      178,848    △3.6       4,576     6.3       5,113    10.1

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期        2,386    57.0         18.24－      5.7     3.5     2.9

17年 3月期        1,520   △42.3         11.62－      3.8     3.6     2.9

(注 )1.持分法投資損益 18年 3月 期           59百万円 17年 3月 期           82百万円
2.期中平均株式数(連結) 18年 3月 期    130,806,009株 17年 3月 期    130,814,664株
3.会計処理の方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

     140,197       44,244     31.6        338.2518年 3月期

     137,199       39,553     28.8        302.3717年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 18年 3月 期    130,801,673株 17年 3月 期    130,810,466株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
      10,487        △188       △4,126       14,83018年 3月期

17年 3月期        2,699        3,348      △8,414        8,649

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   23 －     2

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－     3 － －

2．      の連結業績予想 (           ～           )19年 3月期 平 成18年 4月 1日 平 成19年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       83,600        2,400        1,200

通 期      170,000        5,200        2,600

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          19円 88銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際
　 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に
　 つ き ま し て は 、 添 付 資 料 の ７ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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    １．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況     
 
 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社 29 社及び関連会社４社で構成され、

繊維板、木質内装建材、住宅機器等の製造販売を主な内容として事業活動を展開している。 

 当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであ

る。 

 なお、事業の種類別セグメントと同一の区分である。 

 

（１）住宅・建設資材関連事業 

 繊維板 … 西日本ダイケンプロダクツ㈱及び東日本ダイケンプロダクツ㈱が製造し、

当社が仕入販売するほか、北陸ダイケン㈱においても販売している。ま

た、㈱ダイタックでは繊維板を加工し、畳として販売しており、西日本ダ

イケンプロダクツ㈱ではＶＳＦ(ダイライト)を、 DAIKEN MIRI SDN.BHD.

（ SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD. が 社 名 変 更 ） 及 び DAIKEN SARAWAK 

SDN.BHD.では、ＭＤＦを製造している。 

 

 木質内装建材 … 中部ダイケンプロダクツ㈱、㈱ダイウッド、三重ダイケン㈱、㈱ダイ

フィット、セトウチ化工㈱及び関連会社 友美工業㈱が製造し、当社が仕

入販売している。また、北陸ダイケン㈱においても販売している。 

 

 住宅機器 … 井波ダイケンプロダクツ㈱、大建工業（寧波）有限公司、㈱サンキ、㈱ト

ナミ加工及び富山住機㈱が製造し、当社が仕入販売している。また、北陸

ダイケン㈱においても販売している。 

㈲井波加工は作業工程の一部を下請している。 

 

 その他 … 工業用特殊合板は富山大建工業㈱及び㈲富山加工が製造し、当社が仕入販

売している。また、原木、製材品等は当社が仕入し、ダイランバー㈱にお

いて仕入販売している。 

なお、ダイケン物流㈱は物流センターの建物賃貸を、㈱ダイケンアクトは

損害保険代理店業をそれぞれ営んでいる。 

また、ダイケンサービス㈱及び㈱スマイルアップは、当社製品を使用した

建物・構築物の修繕及び設備・建築工事を請負っている。 

 

 

（２）住宅・建設工事関連事業 

 エンジニアリング … ビル・店舗の内装工事を当社及びダイケンエンジニアリング㈱、梅田建材

㈱、鉱工産業㈱が請負っている。 

 

 住宅事業 … ダイケンホーム㈱及び関連会社 ㈱とやま・ダイケンホームは、当社製品

を使用した住宅の販売を行っている。 
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事業系統図は次のとおりである。 
 

 
得   意   先 

［繊維板・木質内装建材・住宅機器・その他］
子会社 
◎ダイランバー㈱ 
◎北陸ダイケン㈱ 

 
住宅・建設資材関連事業 

［その他］ 
子会社 
◎ダイケン物流㈱
㈱ダイケンアクト
 
関連会社 
○エコテクノ㈱ 
○㈱岡山臨港 

［その他］ 
子会社 
ダイケンサービス㈱ 
㈱スマイルアップ 

［木質内装建材］ 
子会社 
◎中部ダイケンプロダクツ㈱
◎㈱ダイウッド 
◎三重ダイケン㈱ 
◎㈱ダイフィット 
◎セトウチ化工㈱ 
 
関連会社 
友美工業㈱ 

［その他］ 
子会社 
◎富山大建工業㈱ 
㈲富山加工 

［住宅機器］ 
子会社 
◎井波ダイケンプロダクツ㈱
㈲井波加工 
◎大建工業（寧波）有限公司
◎㈱サンキ 
◎㈱トナミ加工 
◎富山住機㈱ 

［エンジニアリング］ 
子会社 
◎ダイケンエンジニアリング㈱
◎梅田建材㈱ 
◎鉱工産業㈱ 

［住宅事業］ 
子会社 
◎ダイケンホーム㈱ 
 
関連会社 
㈱とやま・ダイケンホーム

◎印 連結子会社 
○印 持分法適用の関連会社 
（注）事業活動を休止している会社の記載は省略している。

［繊維板・その他］ 
子会社 
◎西日本ダイケンプロダクツ㈱ 
◎㈱ダイタック 
◎東日本ダイケンプロダクツ㈱ 
◎DAIKEN MIRI SDN.BHD. 
◎DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. 
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    ２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針    
 
（１）経営の基本方針 
 当社グループの企業価値向上を図ることにより、あらゆるステークホルダーに貢献していくことを経営の基本方

針とし、「人と空間・環境の調和をテーマに顧客本位の経営を行う」という経営理念のもと、顧客適合と環境配慮

の企業経営を進めてまいります。また、環境配慮の基礎資材展開で資源循環型社会の形成に向けて社会貢献してま

いります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 
 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策の一つとしており、企業体質の強化と将来の事業展開を勘案

した内部留保の充実と安定的な配当を基本方針としています。 

 内部留保資金につきましては、長期安定的な経営基盤の確立に向けて、商品力の向上と生産・販売体制の整備・

強化及び新規事業や海外事業の展開などに活用してまいります。 

 また、配当性向につきましては、連結当期純利益の 30％を目標とし、安定的な配当の維持に努めてまいりま

す。配当回数は、従来どおり、中間・期末の年間２回の配当を行ってまいります。 

 

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 
 当社は、株式市場での流動性を高め、より広範な投資家の皆様に参加いただくことを重要視しております。投資

単位の引き下げは、投資家の裾野を広げる意味で有用な施策であると理解しておりますが、現状の株価水準・株主

数・株式の流動性などを勘案すると、直ちに実施すべき状況にないものと考えております。 

 今後とも、投資家の皆様のニーズや投資単位の引き下げに要する費用と効果などを考慮し、検討してまいりま

す。 

 

（４）目標とする経営指標 
 当社グループは、企業価値の向上と財務体質の強化を図るための経営指標として、総資産利益率（ＲＯＡ）を重

視しつつ、キャッシュ・フローの経営に徹しており、当然のことながら最終目標は株主資本利益率（ＲＯＥ）の向

上に置いております。 

 

（５）中長期的な会社の経営戦略 
 当社グループは、平成 17 年度を初年度とする中期経営計画（平成 17 年４月～平成 20 年３月までの３年間）の

もと、業容拡大の源泉となる新たな重点分野を定めて、利益重視の経営、攻めの経営を進め、ＲＯＡ及びＲＯＥの

向上を目指してまいります。 

 

 ① 業容拡大に向けた重点分野 

  当社グループの重点分野を、「快適で安全な空間づくり、特に社会が期待する環境保全、耐震性に応える当社

グループ固有の基礎資材及び高機能商品を、エンドユーザーを念頭に新築はもとよりリモデル市場に提供す

る。」に定め、業容拡大を進めてまいります。 

 

 ② 独自の基礎資材と高機能製品による事業拡大 

  当社グループは「ダイライト」、「インシュレーションボード」、「ＭＤＦ」という独自の基礎資材事業をさ

らに強化して、健康と安全、耐震性、環境保全を軸に事業拡大を進めてまいります。「ダイライト」は木造住宅

における耐力面材市場でのシェアアップと、耐震リモデル展開で、さらなる市場創造・事業拡大を図ります。

「インシュレーションボード」は、タタミボード、断熱建材用途、養生ボードの拡大を図ると共に、新製品開

発、新用途開発を進め事業拡大を図ってまいります。「ＭＤＦ」は、ダイケンミリ社を加えた供給体制のもと、

顧客拡大と用途拡大との両面で事業拡大を図ってまいります。 

  高機能製品は、内装材事業及び住機製品事業を収益性向上の柱として取り組んでまいります。内装材事業は、

床暖房及びＷＰＣ床材、高化粧床材「ジュエリア」を中心とする高機能床材で拡大してまいります。住機製品事

業は、デザイン及び機能バリエーション豊富な室内ドア、収納製品群を軸に拡大してまいります。 
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  また、中小工務店向け販売チャネルの再編や開拓と連携強化により収益源の維持拡大を図りますと共に、大手

量産工務店に対して「ダイライト」及び「高機能製品」の開発営業を展開し、売上拡大を図ってまいります。 

  さらにリモデル市場に対しては、ダイライト技術で確立した耐震改修を軸にリモデル市場の拡大を図ってまい

ります。また、東陶機器株式会社、ＹＫＫ ＡＰ株式会社とのアライアンスでは、設備ルートなどの新たな販売

網を拡大すると共に、エンドユーザーとの接点を強化し、リモデルに適した建材開発と販売拡大を図ってまいり

ます。一方、既存住宅のストック畳を、健康と新和風提案で掘り起こす畳リモデル需要の開拓に積極的に取り組

んでまいります。 

 

 ③ 資材調達力の強化 

  当社グループは、ダイライト、インシュレーションボード、ＭＤＦなどの基礎資材の生産及び調達力を活かし

て事業強化してまいります。また、室内ドア、床材を中心にコスト競争力の増強を図ってまいります。海外生産

面では、中国生産の室内ドアは、日本国内向けを主力で生産し、日本国内におけるコスト優位性を図ってまいり

ます。国内では、分社化した全生産工場で短納期要望に対応できる最適な生産システム作りを進めてまいりま

す。さらに調達本部を設置し、海外調達や再生資源の安定確保など、調達によるコスト改革を積極的に進めま

す。また、物流改革を進め、材料調達から生産システム、物流システムまでを含めたトータルコストダウンを推

進してまいります。 

 

 ④ アライアンスの推進と共同開発強化 

  東陶機器株式会社、ＹＫＫ ＡＰ株式会社との提携強化を図りますと共に、さらなるアライアンスにより事業

強化を図ってまいります。リモデル需要の開拓には、当社グループの強みである床暖房、内装建材、室内ドア、

音響製品などを取り入れたリビングのリモデル提案を軸に拡大してまいります。 

  また、床暖房においては、オール電化の取り組みをリモデル市場に活かして電力会社との共同取り組みを強化

してまいります。さらに、アスベスト除去対策に関して菊水化学工業株式会社と業務提携し、改装工事受注時の

アスベスト除去が両社の連携で円滑に実行できるようにいたしました。 

 

 ⑤ 環境経営の推進 

  当社グループは 40 年余の永きにわたり資源の有効活用、省エネルギーをテーマに経営に当たってまいりまし

た。経営理念である「人と空間・環境の調和」のもとに策定いたしました全社環境活動の「ＤＡＩＫＥＮ ＥＣ

Ｏ－ＡＣＴＩＯＮ」を展開しております。この全社環境活動の一環として環境会計を含む環境報告書を発刊し、

また、人と地球にやさしい製品の提供や植林など環境活動にも力を入れております。さらに、環境保全の観点か

ら将来入手難となる南洋材に頼らない基礎資材開発を推進してまいります。特に、南洋材に頼らず、循環型の森

林管理がなされる植林木を有効に活用した素材開発を推進してまいります。 

 

（６）会社の対処すべき課題 
 景気回復が本格化する中、団塊世代の退職に伴う住宅投資やリモデル需要が増加することが予想されます。一

方、原油価格は依然高値が続くと思われ、南洋材にあっては益々調達難が深刻化してくることが予想されます。ま

た、リモデル需要では、国策として推進される耐震改修や耐震に向けての建て替え促進が各自治体で本格化してく

ることが予想されます。さらに、企業の環境取り組みや社会貢献活動などが重視され、建築用材料においても環境

重視の傾向が一層強まってくることが予想されます。 

 当社グループは、こうした市場変化に対応するため、耐震改修を各エリアの自治体政策に合致したやり方で推進

していく耐震改修推進の専門チームを組織化し、耐震改修の需要開拓と実績化を図ってまいります。また、「ダイ

ライト」、「インシュレーションボード」、「ＭＤＦ」など当社グループ独自の基礎資材を軸に商品開発、用途開

発を推進し、環境配慮の製品展開を強化してまいります。さらに、深刻化する南洋材の入手難や高騰に対しては、

循環型の森林管理がなされる植林木を有効に活用したエコ合板の採用拡大を図ってまいります。 

 また、海外市場、特に拡大する中国市場に対しては、中国の生産拠点を活用し、中国販売の製品開発、販路開拓

を進めてまいります。 

 



 －5－

 

（７）親会社等に関する事項 
 ① 親会社等の商号等 

（平成 18 年３月 31 日現在） 

親会社等 属性 親会社等の議決権 
所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が上場されている 
証券取引所等 

   株式会社東京証券取引所 市場第一部 

  株式会社大阪証券取引所 市場第一部 

伊藤忠商事株式会社 親会社等 株式会社名古屋証券取引所 市場第一部 

  

２０．１ 

（４．２） 
証券会員制法人福岡証券取引所 

   証券会員制法人札幌証券取引所 

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

 

 ② 親会社等の企業グループにおける上場企業の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

  伊藤忠商事株式会社は、当社株式の 20.1％（議決権所有割合）を有する筆頭株主であります。当社は同社グ

ループへ一部の製品を売上しておりますが、その割合は 4.1％に過ぎず、当社は独自に事業を推進しておりま

す。 

  なお、同社は共同出資をしております当社の海外現地子会社の金融機関からの借入枠に対し、同社の出資に見

合う保証を行っております。平成 18 年３月末日現在の同社の保証額は２４２百万円であります。本件以外には同

社との間に資金調達（債務保証を含む）に関する関係はございません。 

 

 ③ 親会社等との取引に関する事項 

  親会社等との取引に関する事項は、「４．連結財務諸表等」の「⑦ 関連当事者との取引」をご参照くださ

い。 
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    ３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態    
 

（１）経営成績 
 ① 当期の概況 

  当期におけるわが国経済は、全体として緩やかな景気回復基調にありました。一方、原油価格、石化製品の高

騰、南洋材保護に基づく輸入合板などの高騰によって、かつてないコストアップを強いられ、厳しい環境下にあ

りました。 

  平成 17 年度の新設住宅着工戸数は、３年連続で増加して 124 万 9 千戸（前年同期比 104.7％）に達し、５年

ぶりに 120 万戸を突破しましたが、貸家とマンションが大きく伸びて、当社グループと関係が深い持家や一戸建

ては２年連続で減少し、価格競争が一層激化してまいりました。 

  この間当社グループは、創立 60 周年を迎え、平成 17 年度を初年度とする中期経営計画をスタートさせ、当社

グループ独自の基礎資材を軸に企業体質のさらなる強化と共に、新設住宅着工だけに頼らない新しい市場開拓

と、環境に配慮した製品開発を強化してまいりました。 

  基礎資材では、平成 17 年２月に買収したマレーシアのＭＤＦ生産拠点（ダイケンミリ社）の稼動を軌道に乗

せ、供給量の拡大を図ると共に、将来必ず調達難となる南洋材に頼らない植林木を活用したエコ合板技術を確立

し、脱南洋材の基材展開に備えました。 

  ダイライトは、耐震改修製品「かべ大将」を市場定着させる耐震キャンペーンを展開し、今後急激に増大する

ことが予想される耐震改修需要に備えました。また、ダイライトの技術を元に、高効率床暖房システムを開発

し、エネルギーコストを大幅に軽減した省エネルギー製品を新発売しました。さらに、ニチハ株式会社と事業交

換しましたインシュレーションボードは、タタミボードの売上拡大を確実なものにすると共に、新用途の「養生

ボード」の販売を大幅に伸長させました。タタミボードの拡大とあわせて、着実に数量を伸ばしている独自の新

素材畳表の生産ラインを増強し、中高級畳表の拡販に向けた生産体制を整えました。 

  販売面では、創立 60 周年を記念したＤＮＡフェア（DAIKEN New Amenity & DAIKEN New Action フェア）を開

催し、従来顧客の深耕及び新規顧客の開拓を図りました。 

 

（住宅･建設資材関連事業） 

  持家着工戸数の減少で販売競争が一層激化し、また、原材料価格及び副資材価格の高騰でコストアップを強い

られました。厳しい市場環境の中、インシュレーションボードは、販路拡大でシェアアップを図りました。ま

た、新用途の養生ボードの拡販で数量、金額とも拡大しました。ＭＤＦは、ダイケンミリ社による生産力強化で

販売拡大しました。一方、ダイライト耐力面材は、コストアップによる価格改定でコスト最優先の顧客層の採用

が減少し、初めて前年を下まわりましたが、工務店への提案営業を強化し、新規顧客の開拓を強化しました。さ

らに、室内の湿度を快適にコントロールする調湿建材は、ダイライト、インシュレーションボード基材の展開を

拡充し、シックハウス対応からさらに進んだ健康配慮の建材として着実に販売量を伸ばしました。 

  住機製品の主力となるドアは、デザインバリエーションを充実強化し着実に数量を伸ばしました。また、床材

は、床暖房を筆頭に中高級床材の品揃えを充実し、「ネオテクシリーズ」の競争力強化を図りました。特に床暖

房は電力会社のオール電化への取り組みを共同で推進し、新築はもとよりリモデル市場での拡大を図りました。 

  リモデル市場に対しては、提携企業の東陶機器株式会社、ＹＫＫ ＡＰ株式会社とショールームを活用したリ

モデル提案活動を展開し、当社にとって新規となる設備店ルートでの建材販売を拡大しました。また、耐震改修

製品「かべ大将」を用いた耐震改修提案を工務店や設計事務所、地方自治体へと広く啓蒙するため、全国で「耐

震キャンペーン」を展開しました。この「かべ大将」は、東京都が主催する「安価で信頼できる耐震改修工法」

として入選を果たし、これから自治体が推進していく耐震改修の推奨製品に認められました。 

  この結果、この分野の売上高は 1,409 億 7 百万円（前年同期比 92.7％）となり、コストアップと売価ダウン

の影響により営業利益は 36 億 30 百万円（前年同期比 96.8％）となりました。 
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（住宅・建設工事関連事業） 

  建設工事関連は、マンション内装工事の受注増加で工事金額を伸ばしましたが、住宅工事関連は、持家の減少

とマンションブームによる分譲一戸建ての減少で工事金額が減少しました。 

  この結果、この分野の売上高は 253 億 66 百万円（前年同期比 94.3%）、営業利益は 5 億 92 百万円（前年同期

比 71.8％）となりました。 

 

  特別損益につきましては、役員退職慰労金制度の廃止による過年度役員退職慰労引当金繰入額 5 億 56 百万

円、棚卸損失 3 億 66 百万円、棚卸資産評価損 3 億 31 百万円など 20 億 28 百万円の特別損失を計上しました。一

方、投資有価証券売却益 12 億 90 百万円など 13 億 98 百万円の特別利益を計上しました。以上により、特別損益

合計は 6 億 30 百万円の損失となりました。 

  この結果、平成 18 年３月期の連結業績は、売上高 1,662 億 73 百万円（前年同期比 93.0%）、経常利益 49 億 3

百万円(前年同期比 95.9%)、当期純利益 23 億 86 百万円(前年同期比 157.0%)となりました。 

 

  当期中の設備投資では、畳表の生産ライン増強、ドア生産ライン改善、ＭＤＦ生産ラインの改善をはじめ、各

工場で新製品強化ならびに生産性向上のための各種工事を実施しました。これらの所要資金はすべて自己資金を

充当しました。 

 

 ② 次期の見通し 

  わが国経済は引き続き緩やかな景気回復を続け、住宅投資についても 120 万戸～125 万戸の水準で推移するこ

とが予想されます。しかしながら原油価格、合板価格の高騰など従来以上に厳しい環境が続くものと思われま

す。 

  このような状況の下、当社グループは調達改革に着手し、各種のコストダウン、合理化施策を行ってまいりま

したが、合板をはじめとする原材料価格の高騰によるコスト増加は、当社努力で吸収できる限界を超えた状況に

あると判断し、一部製品の価格改定を発表いたしました。この価格改定の浸透を図ると共に、引き続きコストダ

ウンや合理化施策を重ねてまいります。また、今後成長が見込まれる耐震改修をはじめとしたリモデル需要の開

拓を強化し、新築住宅のみに頼らない市場拡大を推進してまいります。 

  さらに、新築住宅需要に対しては、住まいの質の向上を目指した付加価値製品の新製品投入や提案営業の強化

によってシェア拡大を図ってまいります。 

  平成 19 年３月期の連結業績は、売上高で 1,700 億円、経常利益では 52 億円、当期純利益では 26 億円の計画

です。 
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（２）財政状態について 
 当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の 42 億 73 百万円に加え、減価償却費、

売上債権の減少等により、104 億 87 百万円の増加（前年同期比 77 億 88 百万円の増加）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券及び有形固定資産の取得等により 1 億 88 百万円の減少

（前年同期比 35 億 36 百万円の減少）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済及び配当金の支払い等により 41 億 26 百万円の減少

（前年同期比 42 億 88 百万円の増加）となりました。 

 以上により、当期末における現金及び現金同等物残高は、61 億 81 百万円増加し、148 億 30 百万円となりまし

た。 

 

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 

 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

自己資本比率 ２４．１％ ２８．２％ ２８．８％ ３１．６％

時価ベースの自己資本比率 ２１．３％ ４５．７％ ４７．２％ ４２．３％

債務償還年数 ６．６年 ２．４年 １１．３年 ２．７年

インタレスト・カバレッジ・レシオ ９．１ ２７．８ ８．８ ２２．４ 

（注）自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

(1）各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

(2）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

(3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されてい

る負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
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    ４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等    
 （１）連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

   ％   ％ 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金   ８，６９２ １４，８７０  ６，１７８

 ２ 受取手形及び売掛金  ２９，４７６ ２６，１７６  △３，３００

 ３ 棚卸資産   ２４，３９５ ２４，７４４  ３４９

 ４ 未成工事支出金   ３，５２３ ３，１２０  △４０３

 ５ 繰延税金資産   １，２３０ ９６７  △２６３

 ６ 繰延ヘッジ損失   ６８ －  △６８

 ７ その他   ５，１６７ ２，００６  △３，１６１

   貸倒引当金   △１９６ △１７５  ２１

  流動資産合計   ７２，３５５ 52.7 ７１，７０８ 51.2 △６４７

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1）建物及び構築物  １３，３２７ １２，９６４  △３６３

  (2）機械装置及び運搬具  １１，２３５ １１，６３９  ４０４

  (3）土地   １４，３４５ １３，９９６  △３４９

  (4）建設仮勘定   １３１ ６８１  ５５０

  (5）その他   ８０９ ９７３  １６４

  有形固定資産合計   ３９，８４７ 29.1 ４０，２５３ 28.7 ４０６

 ２ 無形固定資産     

  (1）ソフトウェア   ４６０ ４１６  △４４

  (2）連結調整勘定   １，６２６ １，５３８  △８８

  (3）その他   １５１ １６１  １０

  無形固定資産合計   ２，２３７ 1.6 ２，１１５ 1.5 △１２２

 ３ 投資その他の資産    

  (1）投資有価証券   １２，１３１ １６，８８７  ４，７５６

  (2）長期貸付金   ２８８ ２８８  －

  (3）前払年金費用   ４，１７９ ４，３２９  １５０

  (4）繰延税金資産   ３，４３０ １，９４９  △１，４８１

  (5）その他   ４，０１９ ３，９１５  △１０４

   貸倒引当金   △１，２８７ △１，２４７  ４０

  投資その他の資産合計  ２２，７６０ 16.6 ２６，１２１ 18.6 ３，３６１

  固定資産合計   ６４，８４４ 47.3 ６８，４８９ 48.8 ３，６４５

  資産合計   １３７，１９９ 100.0 １４０，１９７ 100.0 ２，９９８
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

   ％   ％ 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形及び買掛金  ２３，６７４ ２１，４２７  △２，２４７

 ２ 短期借入金   ９，８７４ １０，０４５  １７１

   ３ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金  

５，１８０ ５，２７７ 
 

９７

 ４ 未払金   ２７，４１５ ２９，５０２  ２，０８７

 ５ 未払法人税等   １，０８７ １，９７３  ８８６

 ６ 未払消費税等   ５０３ ２６２  △２４１

 ７ 繰延税金負債   １２４ －  △１２４

 ８ 賞与引当金   ２，１３５ １，７５６  △３７９

 ９ 事業構造改革損失引当金  － ２００  ２００

 10 繰延ヘッジ利益   － ２９  ２９

 11 その他   ４，０２６ ３，４８５  △５４１

  流動負債合計   ７４，０１８ 54.0 ７３，９５６ 52.7 △６２

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債   ５，０００ ５，０００  －

 ２ 長期借入金   １０，５７５ ８，０３０  △２，５４５

 ３ 繰延税金負債   １，７８０ １，３３０  △４５０

 ４ 製品保証引当金   － ２２８  ２２８

 ５ 退職給付引当金   ３，４５１ ３，５７９  １２８

 ６ 役員退職慰労引当金  － ６６８  ６６８

 ７ 連結調整勘定   １２４ １１６  △８

 ８ その他   ９０５ ９０２  △３

  固定負債合計   ２１，８３５ 15.9 １９，８５３ 14.2 △１，９８２

  負債合計   ９５，８５３ 69.9 ９３，８０９ 66.9 △２，０４４

     

（少数株主持分）     

  少数株主持分   １，７９３ 1.3 ２，１４４ 1.5 ３５１

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 9.6 １３，１５０ 9.4 －

Ⅱ 資本剰余金   １１，８５１ 8.6 １１，８５１ 8.4 －

Ⅲ 利益剰余金   １３，５７２ 9.9 １４，９７７ 10.7 １，４０５

Ⅳ その他有価証券評価差額金  １，４７４ 1.1 ４，４５９ 3.2 ２，９８５

Ⅴ 為替換算調整勘定   △４７４ △0.4 △１６９ △0.1 ３０５

Ⅵ 自己株式   △２０ △0.0 △２４ △0.0 △４

  資本合計   ３９，５５３ 28.8 ４４，２４４ 31.6 ４，６９１

   負債、少数株主持分及び 
  資本合計  

１３７，１９９ 100.0 １４０，１９７ 100.0 ２，９９８
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 （２）連結損益計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   １７８，８４８ 100.0 １６６，２７３ 100.0 △１２，５７５

Ⅱ 売上原価   １３６，９１４ 76.5 １２５，８０５ 75.7 △１１，１０９

   売上総利益   ４１，９３４ 23.5 ４０，４６８ 24.3 △１，４６６

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３７，３５８ 20.9 ３６，０７４ 21.7 △１，２８４

   営業利益   ４，５７６ 2.6 ４，３９４ 2.6 △１８２

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  ８１ ３８   

 ２ 受取配当金  ２０４ １８３   

 ３ 賃貸料  ４１０ ３６９   

 ４ 生命保険配当金  １４９ １５１   

 ５ 連結調整勘定償却額 ２３ １０   

 ６ 持分法による投資利益 ８２ ５９   

 ７ 為替差益  － ６７   

 ８ 雑収入  ４９９ １，４４８ 0.8 ５１８ １，３９５ 0.8 △５３

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  ３０８ ４６６   

 ２ 売上割引  ２４１ ２２７   

 ３ 為替差損  ５９ －   

 ４ 雑支出  ３０３ ９１１ 0.5 １９３ ８８６ 0.5 △２５

   経常利益   ５，１１３ 2.9 ４，９０３ 2.9 △２１０

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入額 ２２ ２３   

 ２ 固定資産売却益  － ４   

 ３ 土地売却益  ６０８ ２９   

 ４ 投資有価証券売却益 １，７６２ １，２９０   

 ５ 適格退職年金制度一部終了益 ３２４ －   

 ６ 過年度消費税修正益 － ５１   

 ７ その他  １０９ ２，８２５ 1.5 １ １，３９８ 0.8 △１，４２７
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

     

Ⅶ 特別損失     

 １ 貸倒引当金特別繰入額 ２２５ －   

 ２ 貸倒損失  ４４ －   

 ３ 棚卸損失  ６８６ ３６６   

 ４ 棚卸資産評価損  － ３３１   

 ５ 減損損失  １，４９１ －   

 ６ 販売用土地評価損 １，５２６ －   

 ７ 固定資産除却損  ３１６ １７９   

 ８ 土地売却損  ３３２ －   

 ９ 事業構造改革損失引当金繰入額 － ２００   

 10 リース資産解約損失 － １３   

 11 製品保証引当金繰入額 － ２２８   

 12 子会社株式売却損 － ２８   

 13 投資有価証券評価損 ３７ －   

 14 ゴルフ会員権評価損 １２８ １   

 15 役員退職金  ４８ ７５   

 16 過年度役員退職慰労引当金繰入額 － ５５６   

 17 営業権償却費  ４００ －   

 18 構法変更負担金  ２５４ －   

 19 水害損失  ２０４ －   

 20 転籍一時金  ８７ －   

 21 退職給付制度一部終了損 ７８ －   

 22 過年度消費税修正損 － ３０   

 23 その他  ５９ ５，９１５ 3.3 ２１ ２，０２８ 1.2 △３，８８７

 税金等調整前当期純利益  ２，０２３ 1.1 ４，２７３ 2.5 ２，２５０

 法人税、住民税及び事業税 １，０９８ ２，６１３   

 法人税等調整額  △７６３ ３３５ 0.2 △９４２ １，６７１ 1.0 １，３３６

 少数株主利益   １６８ 0.1 ２１６ 0.1 ４８

   当期純利益   １，５２０ 0.8 ２，３８６ 1.4 ８６６
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 （３）連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 金  額 金 額 

  

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 １１，８５１ １１，８５１ －

Ⅱ 資本剰余金期末残高 １１，８５１ １１，８５１ －

  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 １３，６３３ １３，５７２ △６１

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 １，５２０ ２，３８６  

 ２ 連結子会社増加に伴う 
   増加高 

２７ １，５４７ － ２，３８６ ８３９

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 ９８１ ９８１  

 ２ 取締役賞与 １ －  

  ３ 連結子会社増加に伴う 
   減少高 

６１９ －
 

  ４ 連結子会社減少に伴う 
   減少高 

４ －
 

 ５ 持分法適用会社増加に 
   伴う減少高 

３ １，６０８ － ９８１ △６２７

Ⅳ 利益剰余金期末残高 １３，５７２ １４，９７７ １，４０５
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 （４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

期   別 

科   目 

 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  税金等調整前当期純利益 ２，０２３ ４，２７３

  減価償却費 ３，４３９ ３，１００

  減損損失 １，４９１ －

  固定資産除却損 ６４８ １７９

  固定資産売却益 △６０８ △３３

  投資有価証券売却損 － ２８

  投資有価証券評価損 ３７ －

  投資有価証券売却益 △１，７６２ △１，２９２

  ゴルフ会員権評価損 １２８ １

  社債発行費償却額 ３３ －

  連結調整勘定償却額 △８ ７７

  貸倒引当金の増減額 １２７ △４３

  賞与引当金の増減額 ２４６ △３７４

  事業構造改革損失引当金の増加額 － ２００

  製品保証引当金の増加額 － ２２８

  退職給付引当金の減少額 △１，８９９ △１６

  役員退職慰労引当金の増加額 － ６６８

  受取利息及び受取配当金 △２８５ △２２１

  支払利息 ３０８ ４６６

  為替差損益 ５ △８０

  持分法による投資利益 △８２ △５９

  売上債権の減少額 ３，６２１ ３，０１７

  棚卸資産の減少額 ２，９０３ ２１６

  未収消費税等の増加額 － △１７９

  仕入債務の増減額 △６，０８５ ７８２

  割引手形の減少額 △８７ △３８

  未払消費税等の増減額 ４０ △２４７

  役員賞与の支給額 △１ －

  その他 △１，２８５ １，６９６

     小   計 ２，９４７ １２，３４９

  利息及び配当金の受取額 ２８５ ２２１

  利息の支払額 △３０８ △４６９

  法人税等の支払額 △２２５ △１，６１４

 営業活動によるキャッシュ・フロー ２，６９９ １０，４８７
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

期   別 

科   目 

 金  額 金  額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  定期預金の払戻による収入 ２２ ３

  有価証券の売却による収入 １００ －

  投資有価証券の取得による支出 △３，６４６ △１，０４４

  投資有価証券の売却による収入 ４，２５７ ２，７２１

  有形固定資産の取得による支出 △２，７５１ △２，１２０

  有形固定資産の売却による収入 ５，３７６ ７５

  その他 △１０ １７７

 投資活動によるキャッシュ・フロー ３，３４８ △１８８

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

  短期借入金の純減少額 △２，９１６ △７９

  長期借入れによる収入 ７９１ ５，０８２

  長期借入金の返済による支出 △５，２８５ △８，１００

  自己株式の取得 △３ △４

  配当金の支払額 △９８１ △９８１

  少数株主配当金の支払額 △２０ △４４

 財務活動によるキャッシュ・フロー △８，４１４ △４，１２６

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △１２ ５５

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △２，３７９ ６，２２８

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １０，８０２ ８，６４９

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ２９８ －

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △７２ △４７

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ８，６４９ １４，８３０
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 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 26 社 (1）連結子会社の数 23 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社名 ダイケンホーム㈱、井波ダイ

ケンプロダクツ㈱、中部ダイケンプロダクツ

㈱、ダイケンエンジニアリング㈱、梅田建材

㈱、富山大建工業㈱、西日本ダイケンプロダク

ツ㈱、ダイケン物流㈱、㈱ダイウッド、三重ダ

イケン㈱、㈱ダイフィット、㈱ダイタック、ダ

イランバー㈱、鉱工産業㈱、北陸ダイケン㈱、

大建工業（寧波）有限公司、東日本ダイケンプ

ロダクツ㈱、㈱サンキ、㈱トナミ加工、富山住

機㈱、DAIKEN MIRI SDN.BHD.、DAIKEN SARAWAK 

SDN.BHD.、セトウチ化工㈱ 

 

 連結子会社名 北陸ダイケン㈱、セトウチ化

工㈱、三重ダイケン㈱、富山住機㈱、ダイケン

物流㈱、西日本ダイケンプロダクツ㈱、㈱トナ

ミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.、ダイケン

ホーム㈱、ダイケンエンジニアリング㈱、㈱サ

ンキ、富山大建工業㈱、梅田建材㈱、㈱ダイ

タック、鉱工産業㈱、大建工業（寧波）有限公

司、秋田ダイケン㈱、㈱ダイウッド、東日本ダ

イケンプロダクツ㈱、東海ダイケン㈱、山陰ダ

イケン㈱、井波ダイケンプロダクツ㈱、中部ダ

イケンプロダクツ㈱、㈱ダイフィット、ダイラ 

ンバー㈱、SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD. 

 

 DAIKEN MIRI SDN.BHD.は SAMLING FIBRE  

BOARD SDN.BHD.が社名変更したものである。 

 

 

 

 

 

 なお、東海ダイケン㈱及び山陰ダイケン㈱に

ついては、保有株式を売却したことにより、ま

た、秋田ダイケン㈱は、平成 17 年 12 月 20 日

付で当社と合併したため、連結子会社から除外

している。 

  

  

  

  

  

 

 なお、東海ダイケン㈱、山陰ダイケン㈱、井

波ダイケンプロダクツ㈱、中部ダイケンプロダ

クツ㈱、㈱ダイフィット、ダイランバー㈱及び

SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD.については、重

要性が増加したことにより、当連結会計年度よ

り連結子会社に含めることとした。 

 秋田ダイケン㈱は、三洋㈱が社名変更したも

のである。 

 九州ダイナ㈱は、重要性が増加したことによ

り、当連結会計年度より連結子会社に含めるこ

ととしたが、当連結会計年度末に保有株式を売

却したことにより連結除外している。  

 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

  ㈱スマイルアップ、ダイケンサービス㈱  ダイケンサービス㈱、㈱スマイルアップ 

 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

  同左 

  

  

  

 

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためである。  

   

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の関連会社数 ２社 (1）持分法適用の関連会社数 ２社 

  会社名 ㈱岡山臨港、エコテクノ㈱  会社名 エコテクノ㈱、㈱岡山臨港 

 

 

 

 なお、エコテクノ㈱については、重要性が増

加したことから、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社に含めることとした。 
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前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2）持分法を適用していない非連結子会社（㈱

スマイルアップ、ダイケンサービス㈱他）及び

関連会社（㈱とやま・ダイケンホーム）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外している。 

(2）持分法を適用していない非連結子会社（ダ

イケンサービス㈱、㈱スマイルアップ他）及び

関連会社（㈱とやま・ダイケンホーム他）は、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外している。 

   

３．連結子会社の事業年度等に関 

  する事項 

 

 

 連結子会社のうち、DAIKEN SARAWAK SDN. 

BHD.及び大建工業（寧波）有限公司の決算日は

12 月 31 日、SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD.の

決算日は６月 30 日である。 

 連結子会社のうち、大建工業（寧波）有限公

司、DAIKEN MIRI SDN.BHD.及び DAIKEN SARAWAK 

SDN.BHD.の決算日は 12 月 31 日である。 

 

 

 

 

 

 

 

 連結財務諸表の作成に当たっては、DAIKEN 

SARAWAK SDN.BHD.及び大建工業（寧波）有限公

司については同日現在の財務諸表を使用し、

SAMLING FIBRE BOARD SDN.BHD.については 12

月 31 日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日

現在の財務諸表を使用している。ただし、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っている。 

   

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 ① 有価証券 

  その他有価証券  その他有価証券 

   時価のあるもの   時価のあるもの 

   …同左 

  

  

 

  …連結決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法

により算定している。)  

   時価のないもの   時価のないもの 

   …主として移動平均法による原価法   …同左 

 ② デリバティブ ② デリバティブ 

  …時価法  …同左 

 ③ 棚卸資産 ③ 棚卸資産 

  …同左 

  

 

 …主として移動平均法によっている。なお、

未成工事支出金については、個別法による

原価基準を採用している。  
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前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

  同左 

  

  

  

 

 主として定率法を採用している。 

 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。  

  建物及び構築物 主として３～60 年  

  機械装置及び運搬具 主として４～15 年  

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 

 

 

 

 

 

 

 当社及び国内連結子会社は、営業権は支出時

に全額償却し、営業権以外の無形固定資産は定

額法を採用している。なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。 

 在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づ

く定額法を採用している。 

 当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、

在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく

定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

 ③ 繰延資産の処理方法 ―――――― 

  

 

 社債発行費は、商法の規定に基づき３年間で

均等償却している。  

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

  同左 

  

  

  

 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。  

 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

  同左 

 

 主として従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上している。  

 ―――――― ③ 事業構造改革損失引当金 

  

  

  

 事業構造の改革に伴い発生する損失に備える

ため、当連結会計年度末における損失見積額を

計上している。 

  （追加情報） 

  

  

  

  

 当引当金は、当連結会計年度において決定し

た事業構造改革に伴い、将来リース契約の解約

に関する費用支出が見込まれることとなったた

め、当連結会計年度末より計上している。 
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前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ―――――― ④ 製品保証引当金 

  

  

  

 主として製品の引渡後に発生する費用支出に

備えるため、保証期間内における補修費用見込

額を計上している。 

  （追加情報） 

  

  

  

  

 当引当金は、前連結会計年度に事業譲渡した

一部製品について将来の費用支出が見込まれる

こととなったため、当連結会計年度末より計上

している。 

 ⑤ 退職給付引当金 ⑤ 退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。（なお、企業年金

制度については、年金資産額が退職給付債務を

超えるため、前払年金費用を計上している。） 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主として３

年）による定額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として 10 年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしている｡ 
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前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ―――――― ⑥ 役員退職慰労引当金 

  

  

  

  

 役員及び執行役員への退職慰労金の支払に備

えるため、当社及び国内連結子会社の一部は、

内規を基礎として算定された当連結会計年度末

の支給見積額を計上している。 

  （会計方針の変更） 

  

  

  

  

  

  

 当社及び国内連結子会社の一部は、従来、取

締役、監査役及び執行役員に対する退職慰労金

を支出時の費用として計上していたが、当連結

会計年度末より、内規を基礎として算定された

期末の支給見積額を役員退職慰労引当金として

計上する方法に変更した。 

  

  

  

  

  

  

  

 この変更は、当社の平成 18 年４月 28 日の取

締役会において、定時株主総会での承認を条件

として、取締役、監査役及び執行役員の退職慰

労金制度を平成 18 年６月の定時株主総会終結

のときをもって廃止すること、廃止日までの在

任期間に対応する退職慰労金は退任時に支給す

ることを決定したことによるものである。 

  

  

  

 この変更に伴い、過年度対応額５５６百万円は

特別損失に、当連結会計年度発生額１１２百万円

は販売費及び一般管理費に計上している。 

  

  

  

 この結果、従来と比べ営業利益及び経常利益

は１１２百万円、税金等調整前当期純利益は６６８

百万円それぞれ少なく計上されている。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 なお、この変更は、上述のとおり平成 18 年

４月における役員退職慰労金制度の見直しを契

機として行われたものであり、当中間連結会計

期間においては従来の方法によっている。この

変更を行った場合に比べ、当中間連結会計期間

の営業利益及び経常利益は５５百万円、税金等調

整前中間純利益は６１１百万円多く計上されてい

る。 
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前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

  同左 

  

  

  

  

  

  

 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外子会社等の資産

及び負債は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用についても連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上している。  

 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

  同左 

  

  

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。  

 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

  

 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替

予約及び通貨オプションについては振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合には特例処理を採用している。  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

 

 為替予約及び通貨オプションを手段とし、外

貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象として

いる。金利スワッップを手段とし、借入金を対

象としている。  

 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  同左 

 

 当社の内部規定である「リスク管理方針」に

基づき、為替変動リスクをヘッジしている。  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

  

  

  

  

  

 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価している。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては有効性の評価を省

略している。  

 

 

(7）その他連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

  同左 

 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式を採用している。  
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前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債の  全面時価評価法を採用している。  同左 

  評価に関する事項   

   

６．連結調整勘定の償却に関する  20 年間の均等償却を行っている。  同左 

  事項   

   

７．利益処分項目等の取扱いに関  同左 

  する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成している。  

   

８．連結キャッシュ・フロー計算  同左 

  書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する定期預金からなる。  

   

 
 
 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年

３月 31 日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準

及び同適用指針を適用している。これにより税金等調整前当期純

利益は １，４９１百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除している。 
 

  

（営業権の償却年数の変更） ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社グループは、従来、連結子会社が取得した営業権について

５年の均等償却を行っていたが、支出時に全額償却する方法に変

更した。これは近時の当社グループにおける事業再編により多額

の営業権が発生する可能性が生じたことから、財務体質を健全化

するために支出時に全額償却する方法が妥当と判断したためであ

る。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、税金等調整

前当期純利益は３２０百万円減少している。 

 なお、この変更に伴う償却額は特別損失に計上しており、経常

利益に与える影響はない。 
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 表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 

 

 

 

 

 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めていた「未収消費税等の増加額」は重要性が増加

したため、当連結会計年度より区分掲記することとした。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「未収消費税

等の増加額」は１２１百万円である。 

  

 
 
 追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「地方税法の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第９号）

が平成 15 年３月 31 日に公布され、平成 16 年４月１日以後に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、

当連結会計年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16 年２月

13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が１４９百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、同額減少してい

る。 
 

  

―――――― 

 

 

 

 

 

 従来、売却・除却した固定資産については、期首帳簿価額を売

却・除却原価としていたが、平成 16 年 10 月１日の窯業系外装材

の生産設備の譲渡により金額的重要性が生じることから当連結会

計年度より原則的な方法による月割償却に変更した。 

 この変更により、経常利益が４２５百万円減少したが、特別損失

が同額減少しているため、税金等調整前当期純利益に影響はな

い。 
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 注記事項 
 （連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額 １ 有形固定資産の減価償却累計額 

  ４５，８９３ 百万円    ４８，８５８ 百万円  

  

２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物及び構築物 ２，１７８ 百万円   建物及び構築物 ２，０３９ 百万円  

 土地 ４４８    土地 １２６   

 その他流動資産 ９４４    その他流動資産 ６８４   

 その他固定資産 ２，７９２    その他固定資産 ３，１０３   

 計 ６，３６２    計 ５，９５２   

  

  上記に対応する債務   上記に対応する債務 

 短期借入金 １，０６３ 百万円   短期借入金 ５００ 百万円  

      

 

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

５４２ 
   

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

１７０ 
  

 長期借入金 ２，６５８    長期借入金 ３８６   

  

３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであ

る。 

３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであ

る。 

 投資有価証券（株式） ６４８ 百万円   投資有価証券（株式） ７４０ 百万円  

 出資金 ６    出資金 ６   

  

４ 保証債務 ４ 保証債務 

    

 

当連結子会社からの 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資）

１０９ 百万円 
  

当連結子会社からの 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

６３ 百万円 
 

 当社の土地購入者 １３    当社の土地購入者 １２   

 計 １２２    計 ７５   

  

５ 偶発債務 ５ 偶発債務 

 受取手形割引高 ３８ 百万円    

    

債権流動化に伴う 
買戻し義務 ３，１７６ 百万円 

 

 

債権流動化に伴う 
買戻し義務 ２，８６０ 

   

  

６ 当社の発行済株式総数は、普通株式１３０，８７５千株である。 ６ 同左 

  

７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関連会社が保

有する自己株式の数は、普通株式６４千株である。 

７ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関連会社が保

有する自己株式の数は、普通株式７３千株である。 
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前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  

―――――― 

 

 

 

 

 

８ 一部取引先との決済方法を、債権については据置現金回収

（手形決済に依った場合の満期日に現金で回収する方法）に、

また債務については据置現金支払い（手形決済に依った場合の

満期日に現金で支払う方法）にしており、併せてアルデバラ

ン・ファンディング・コーポレーション及び住友信託銀行へこ

の債権及び債務を一括譲渡している。譲渡額はそれぞれ流動資

産の「その他」、「未払金」に含まれている。  

 未収入金 ４３０ 百万円   

 未払金 ２４，１２５    

  

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 12 行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  

    

 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１８，２００ 百万円 
  

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１３，２００ 百万円 
 

 借入実行残高 －    借入実行残高 －   

 差引額 １８，２００    差引額 １３，２００   

  

 



 －26－

 
 （連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 １ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 運賃保管料 １１，０４８ 百万円   運賃保管料 １０，７９５ 百万円  

 貸倒引当金繰入額 ５１    貸倒引当金繰入額 ５３   

 給料手当 ７，９２９    給料手当 ７，６２７   

 賞与引当金繰入額 ２，１３５    賞与引当金繰入額 １，０９９   

 退職給付費用 ７２６    退職給付費用 ９７０   

        

      

役員退職慰労引当金 
繰入額 

１１２ 
  

  

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  １，６３０ 百万円    １，７１２ 百万円  

  

―――――― ３ 固定資産売却益の内容 

  建物及び構築物 ２ 百万円  

  機械装置及び運搬具 ２   

  計 ４   

  

４ 固定資産除却損の内容 ４ 固定資産除却損の内容 

 建物及び構築物 ３６ 百万円   建物及び構築物 ７５ 百万円  

 機械装置及び運搬具 １０６    機械装置及び運搬具 ４６   

 その他 １７４    その他 ５８   

 計 ３１６    計 １７９   

  

５ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額１２８百万円を含

んでいる。 

５ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額１百万円を含ん

でいる。 

  

６ 減損損失 ―――――― 

 

 

 

 

 

  当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を

基準に、主として工場単位、遊休資産については個別にグルー

プ化し、減損損失の判定を行った。その結果、以下の資産グ

ループにおける山林の時価の大幅な下落により、帳簿価額を回

収可能限度額まで減額し、当該減少額を減損損失（１，４９１百万

円）として特別損失として計上した。その内訳は、構築物１３百

万円、土地９６３百万円、山林及び植林５１５百万円である。  

 場所 用途 種類   

   

 

鳴門山林 
（徳島県鳴門市） 

山林 構築物、土地、
山林及び植林   

  

 

 

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正

味売却価額の算定に当たっては、第三者による鑑定評価を基に

算定している。  
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 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 ８，６９２ 百万円   現金及び預金勘定 １４，８７０ 百万円  

      

 

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△４３ 
   

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△４０ 
  

 現金及び現金同等物 ８，６４９    現金及び現金同等物 １４，８３０   

  

２ 仕入債務には、ファクタリング債務が含まれている。 ２ 同左 

  

 
 
 ① リース取引 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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 ② 有価証券 
 （前連結会計年度）（平成 17 年３月 31 日） 

 １．売買目的有価証券 

 連結貸借対照表計上額 － 百万円  

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 －   

 

 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 (1）国債・地方債等 －百万円 －百万円 －百万円  

 (2）社債 － － －  

 (3）その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの 

小計 － － －  

 (1）国債・地方債等 － － －  

 (2）社債 － － －  

 (3）その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

小計 － － －  

 合計 － － －  

 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの 

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額  

 (1）株式 ６，９０６百万円 ９，７２１百万円 ２，８１５百万円  

 (2）債券   

  ① 国債・地方債 － － －  

  ② 社債 － － －  

  ③ その他 － － －  

 (3）その他 － － －  

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 ６，９０６ ９，７２１ ２，８１５  

 (1）株式 ８６６ ５２７ △３３９  

 (2）債券   

  ① 国債・地方債 ２０ ２０ －  

  ② 社債 － － －  

  ③ その他 － － －  

 (3）その他 ５０ ５０ △０  

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 ９３６ ５９７ △３３９  

 合計 ７，８４２ １０，３１８ ２，４７６  

 

 ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

 売却額  売却益の合計額  売却損の合計額  

 ４，２０６百万円  １，８３４百万円  ７２百万円  

 

 ５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 (1）満期保有目的の債券     

  非上場外国債券 － 百万円   

 (2）その他有価証券     

  非上場株式（店頭売買株式を除く） ７６３ 百万円   

  社債 ４００    

  その他 ２    
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 ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

   １年以内  １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超  

 (1）債券          

   国債・地方債等  －百万円  ２０百万円  －百万円  －百万円  

   社債  －  －  －  ４００  

   その他  －  －  －  －  

 (2）その他  －  －  －  －  

 合 計  －  ２０  －  ４００  

 

 

 （当連結会計年度）（平成 18 年３月 31 日） 

 １．売買目的有価証券 

 連結貸借対照表計上額 － 百万円  

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 －   

 

 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 (1）国債・地方債等 －百万円 －百万円 －百万円  

 (2）社債 － － －  

 (3）その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの 

小計 － － －  

 (1）国債・地方債等 － － －  

 (2）社債 － － －  

 (3）その他 － － －  

 

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

小計 － － －  

 合計 － － －  

 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの 

  種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額  

 (1）株式 ６，５３８百万円 １４，３４７百万円 ７，８０９百万円  

 (2）債券   

  ① 国債・地方債 － － －  

  ② 社債 － － －  

  ③ その他 － － －  

 (3）その他 － － －  

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 ６，５３８ １４，３４７ ７，８０９  

 (1）株式 ８４９ ５５１ △２９８  

 (2）債券   

  ① 国債・地方債 ２０ ２０ －  

  ② 社債 － － －  

  ③ その他 － － －  

 (3）その他 ５０ ４８ △２  

 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 ９１９ ６１９ △３００  

 合計 ７，４５７ １４，９６６ ７，５０９  

 

 ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31 日） 

 売却額  売却益の合計額  売却損の合計額  

 ２，６６４百万円  １，２９０百万円  －百万円  
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 ５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 (1）満期保有目的の債券     

  非上場外国債券 － 百万円   

 (2）その他有価証券     

  非上場株式 ７８１ 百万円   

  社債 ４００    

 

 ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

   １年以内  １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超  

 (1）債券          

   国債・地方債等  －百万円  ２０百万円  －百万円  －百万円  

   社債  ２００  －  －  ２００  

   その他  －  －  －  －  

 (2）その他  －  －  －  －  

 合 計  ２００  ２０  －  ２００  

 

（注）その他有価証券で時価のあるものについて前連結会計年度において３７百万円減損処理を行っている。なお、当該株式の減損処理

については、次の基準により実施している。 

  １．時価が取得原価の 50％以上下落したもの。 

  ２．時価の下落率が２年以上にわたり取得原価の 30％以上 50％未満の場合には、該当する銘柄の株式について回復可能性を検討

し、期末日後概ね１年以内に、下落率が取得原価の 30％未満の水準まで回復する見込がないと判断されたもの。 

 

 
 
 ③ デリバティブ取引 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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 ④ 退職給付 
 １．採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社の一部は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

いる。確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年８月 13 日に厚生労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受けた。平成 16 年４月１日に厚生年金基金の代行部分の過去分支給義務返上の認可を受けると共に、加算部分につ

いては、確定給付企業年金基金へ移行し、キャッシュバランスプランを導入した。また、退職給付制度の金額算出方法を「給与比例

方式」から「勤続年数比例及びポイント方式」に改定した。さらに厚生年金基金の一部を終了し、平成 16 年６月に返還をした。平

成 16 年 10 月１日に適格退職年金制度を廃止し、確定拠出年金制度を導入した。 

 

 ２．退職給付債務に関する事項 （単位：百万円） 

 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

イ．退職給付債務 △２１，６８３  △２２，４３５  

ロ．年金資産 １８，１３８  ２４，６０９  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △３，５４５  ２，１７４  

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 －  －  

ホ．未認識数理計算上の差異 ５，１６６  △１，０４２  

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △８９３  △３８２  

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ７２８  ７５０  

チ．前払年金費用 ４，１７９  ４，３２９  

リ．退職給付引当金（ト－チ） △３，４５１  △３，５７９  

 

 前連結会計年度 
（平成17年３月31日）  

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 （注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。  

（注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。 

   

 ３．退職給付費用に関する事項 （単位：百万円） 

 

 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．勤務費用 ７９６ （注）1,2 ７１１ （注）1,2

ロ．利息費用 ５５９  ５２９  

ハ．期待運用収益 △２７４  △２７１  

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 －  －  

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ７８８  ８０１  

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △８２８  △５１１  

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） １，０４１  １，２５９  

チ．確定拠出年金制度への移行に伴う損益 △３２４ （注）３ －  

リ．退職給付制度一部終了損益 ７８ （注）４ －  

ヌ．計（ト＋チ＋リ） ７９５  １，２５９  

   

 前連結会計年度 
（平成17年３月31日）  

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 （注）１．企業年金基金に対する従業員拠出額を控除してい

る。  

（注）１．企業年金基金に対する従業員拠出額を控除してい

る。 

 ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ．勤務費用」に計上している。  

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ．勤務費用」に計上している。 

３．特別利益に計上している。   

４．特別損失に計上している。   
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 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 （単位：百万円） 

 

 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 ２．５％ 

  

２．０％（期首時点の計算に適用し

た割引率２．５％） 

ハ．期待運用収益 ２．５％ 同左 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 同左 

  

 

主として３年（発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法による。）  

ホ．数理計算上の差異の処理年数 同左 

  

  

  

  

 

主として 10 年（各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。）  

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ―――――― ―――――― 
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 ⑤ 税効果会計 
 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 （平成17年３月31日）  （平成18年３月31日）  

 繰延税金資産         

  貸倒引当金 ２４３ 百万円   ４３０ 百万円  

  賞与引当金 ７５０    ５９２   

  未払事業税 １３６    １７５   

  退職給付引当金 ３，８６１    ３，７１３   

  役員退職慰労引当金 －    ２５９   

  繰越欠損金 １，１０５    ７０３   

  棚卸資産未実現利益 ５１    ５０   

  固定資産の未実現利益 ４４９    ４４９   

  ゴルフ会員権評価損 ５２    ４５   

  投資有価証券評価損 ２４７    ６６   

  固定資産の減損 ６０８    ６０８   

  販売用土地の評価損 ６２０    ６２０   

  営業権償却 １３０    ９８   

  棚卸資産評価損 －    ６１   

  製品保証引当金 －    ９３   

  事業構造改革損失引当金 －    ８１   

  その他有価証券評価差額金 －    ３   

  その他 １７８    １００   

 繰延資産小計 ８，４３０    ８，１４６   

 評価性引当額 △９５７    △６６２   

 繰延資産合計 ７，４７３    ７，４８４   

         

 繰延税金負債         

  土地評価益  △５５２    △５３０   

  その他有価証券評価差額金  △１，００６    △３，０５２   

  退職給付信託設定益  △２，６２２    △１，５１６   

  その他  △５３７    △８００   

 繰延税金負債合計  △４，７１７    △５，８９８   

 繰延税金資産（負債）の純額  ２，７５６    １，５８６   

 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

         

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 （平成17年３月31日）  （平成18年３月31日）  

  流動資産－繰延税金資産  １，２３０ 百万円   ９６７ 百万円  

  固定資産－繰延税金資産  ３，４３０    １，９４９   

  流動負債－繰延税金負債  △１２４    －   

  固定負債－繰延税金負債  △１，７８０    △１，３３０   
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 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別

の内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 （平成17年３月31日）  （平成18年３月31日）  

 法定実効税率  ４０．６ ％   ４０．６ ％  

 （調整）        

  評価性引当金  △１７．０    １．４   

  交際費等永久に損金に算入されない項目  ６．５    ３．９   

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △２．８    △２．２   

  税効果適用税率の差異  －    △０．９   

  住民税均等割等  ３．８    １．８   

  マレーシア投資税額控除  △３．８    △３．３   

  抱合株式消却  －    １．６   

  ＩＴ及びＲ＆Ｄ税額控除  △８．３    △３．０   

  その他  △２．５    △０．８   

 税効果会計適用後の法人税率の負担率  １６．５    ３９．１   
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 ⑥ セグメント情報 
 ａ．事業の種類別セグメント情報 

 前連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） （単位：百万円） 

   

  

住宅・建設 
資材関連事業 

住宅・建設 
工事関連事業 

計 消去又は全社 連 結 
 

 Ⅰ売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1）外部顧客に対する売上高 １５１，９５０ ２６，８９８ １７８，８４８ － １７８，８４８  

 (2）セグメント間の内部売上高又は振替高 １２８ ３３ １６１ （１６１） －  

 計 １５２，０７８ ２６，９３１ １７９，００９ （１６１） １７８，８４８  

 営業費用 １４８，３２７ ２６，１０６ １７４，４３３ （１６１） １７４，２７２  

 営業利益 ３，７５１ ８２５ ４，５７６ － ４，５７６  

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

  資産 ９８，９７６ １１，４９１ １１０，４６７ ２６，７３２ １３７，１９９  

  減価償却費 ３，４３５ ４ ３，４３９ － ３，４３９  

  減損損失 １，４９１ － １，４９１ － １，４９１  

  資本的支出 ２，４３７ ３ ２，４４０ － ２，４４０  

（注） １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

 ２．各区分の主な製品 

  (1）住宅・建設資材関連事業…繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 

  (2）住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 

 

 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（２６，７３２百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び

有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

 

 当連結会計年度（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31 日） （単位：百万円） 

   

  

住宅・建設 
資材関連事業 

住宅・建設 
工事関連事業 

計 消去又は全社 連 結 
 

 Ⅰ売上高及び営業損益   

  売上高   

 (1）外部顧客に対する売上高 １４０，９０７ ２５，３６６ １６６，２７３ － １６６，２７３  

 (2）セグメント間の内部売上高又は振替高 ４２９ １５ ４４４ （４４４） －  

 計 １４１，３３６ ２５，３８１ １６６，７１７ （４４４） １６６，２７３  

 営業費用 １３７，７０６ ２４，７８９ １６２，４９５ （６１６） １６１，８７９  

 営業利益 ３，６３０ ５９２ ４，２２２ １７２ ４，３９４  

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出   

  資産 ９４，３９７ ８，９９０ １０３，３８７ ３６，８１０ １４０，１９７  

  減価償却費 ３，０９２ ８ ３，１００ － ３，１００  

  資本的支出 ２，６１１ ８ ２，６１９ － ２，６１９  

（注） １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

 ２．各区分の主な製品 

  (1）住宅・建設資材関連事業…繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 

  (2）住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 

 

 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（３６，８１０百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び

預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 
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 ｂ．所在地別セグメント情報 

 

 前連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31

日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

 

 ｃ．海外売上高 

 

 前連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31

日） 

 海外売上高が連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

 
 
 ⑦ 関連当事者との取引 
 前連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

  親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 

住所 資本金 事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の被所有 
割合 

役員の 
兼任等 

事実上 
の関係 

取引の内容 取引 
金額 

科目 期末 
残高 

 直接   

15.9% 

製品の 
販売 

427 売掛金 39 

202,241 
間接 

－ 営業 
取引 

その
他の
関係
会社 

伊藤忠 
商事㈱ 

大阪市 
中央区 

 

総合 
商社 

4.2%  

製品の
販売、 
商品の
購入 

 

商品の 
購入 

3,933 買掛金 1,176 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1）販売価格は市場価格、総原価を勘案してあらかじめ取り決めた仕切価格に市場の実勢価格を加味して決定している。 

 (2）購入価格は市場の実勢価格により取引の都度決定している。 

 (3）取引金額には消費税等を含まず、科目の各残高には、消費税等を含んでいる。 

 

 当連結会計年度（自平成 17 年４月１日 至平成 18 年３月 31 日） 

  親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

関係内容 

属性 会社等 
の名称 

住所 資本金 事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の被所有 
割合 

役員の 
兼任等 

事実上 
の関係 

取引の内容 取引 
金額 

科目 期末 
残高 

 直接   

15.9% 

製品の 
販売 

582 売掛金 45 

202,241 
間接 

－ 営業 
取引 

その
他の
関係
会社 

伊藤忠 
商事㈱ 

大阪市 
中央区 

 

総合 
商社 

4.2%  

製品の
販売、 
商品の
購入 

 

商品の 
購入 

4,424 買掛金 1,307 

 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1）販売価格は市場価格、総原価を勘案してあらかじめ取り決めた仕切価格に市場の実勢価格を加味して決定している。 

 (2）購入価格は市場の実勢価格により取引の都度決定している。 

 (3）取引金額には消費税等を含まず、科目の各残高には、消費税等を含んでいる。 
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 （１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

 １株当たり純資産額 ３０２．３７ 円  １株当たり純資産額 ３３８．２５ 円 

 １株当たり当期純利益金額 １１．６２ 円  １株当たり当期純利益金額 １８．２４ 円 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額       

 当期純利益（百万円）  １，５２０   ２，３８６  

 普通株主に帰属しない金額（百万円）  －   －  

 普通株式に係る当期純利益（百万円）  １，５２０   ２，３８６  

 普通株式の期中平均株数（千株）  １３０，８１４   １３０，８０６  
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    ５．生産、受注及び販売の状況５．生産、受注及び販売の状況５．生産、受注及び販売の状況５．生産、受注及び販売の状況    
 （１）生産実績    
 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 （単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 金 額 前期比 

住宅・建設資材関連事業 ８９，８１３ △１．７ 

住宅・建設工事関連事業 １８，０６８ △０．７ 

合  計 １０７，８８１ △１．５ 

（注） １．金額は販売価格によっている。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 ３．住宅・建設工事関連事業は当期完成工事高を表示している。 

 
 （２）受注状況    
 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 （単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前期比 受注残高 前期比 

住宅・建設資材関連事業 ２，７３９ △７．７ ５５５ １１．９ 

住宅・建設工事関連事業 １９，４９２ △９．６ １４，５８２ １０．８ 

合  計 ２２，２３１ △９．３ １５，１３７ １０．９ 

（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

 

２．住宅・建設資材関連事業は計画生産を中心としており、一部受注生産を行っている工業用特殊合板の受注実績を表示して

いる。 

 ３．住宅・建設工事関連事業は当期工事受注高及び工事受注残高を表示している。 

 
 （３）販売実績    
 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 （単位：百万円、％） 

事業の種類別セグメントの名称 金 額 前期比 

住宅・建設資材関連事業 １４０，９０７ △７．３ 

住宅・建設工事関連事業 ２５，３６６ △５．７ 

合  計 １６６，２７３ △７．０ 

（注） １．セグメント間の取引については相殺消去している。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 


